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【目的】居宅サービス利用者の医科入院外費用が減少するか検討する。

【方法】対象は、平成 22 年 4 月 1 日時点で福岡県筑前町在住の国民健康保険

被保険者あるいは後期高齢者医療制度対象者の 65 歳以上 7,329 人。データは、

平成 22 年度から 27 年度における対象者の診療報酬明細書と介護保険の請求明

細書を匿名化した上で個人単位に連結し分析に用いた。分析対象者は、連続す

る二年度を通して居宅サービス、入院外、入院の利用の有無が同じ者とし、年

度ごとに抽出した。居宅および入院外の総費用の平均の比較は対応のある t 検
定を用いた。

【結果】居宅サービス利用者は居宅費用の増加した年度が多く、入院外の費用

は一部の年度は減少し多くは横ばいであった。非利用者の入院外の費用は増加

した年度が多かった。

【結論】居宅サービス利用者の入院外の費用は一部に減少あるいは概ね横ばい

であり、居宅サービス非利用者の入院外費用は増加した。

　キーワード：居宅サービス，医科入院外費用，介護レセプト，医科レセプト

一地域住民における居宅介護サービスの利用と
医科入院外費用の変化

－医療及び介護のレセプトデータ分析－

堀　紀子 1），谷原真一 1, 2）

実践報告

1）帝京大学大学院　公衆衛生学研究科
2）久留米大学　医学部公衆衛生学講座
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Ⅰ．緒言
平成 28 年度の国民医療費に 65 歳以上の高

齢者の医療費が占める割合は約 60%1）と過半

数を超えている。この要因として入院費用が

最も多く 1）、在院日数の長さ 2）、精神病床や

療養病床など長期の入院が多い 3）、終末期に

増大する医療費 4, 5）などが挙げられている。

医療費適正化計画の基本的な方針 6）では医

療の必要性の低い高齢者の入院病床を介護保

険施設に転換することが提言され、高齢者医

療および介護費用の抑制効果 7）が期待され

た。しかし、要介護認定を受けた者は受けて

いない者よりも 1 人当たりの調剤、入院外、

入院のいずれの費用も高く 8）、要介護認定を

受けた者は医療費が応分に必要であると考え

られる。介護保険における居宅サービスは、

デイサービス等の看護師が体調確認や服薬管

理などについて地域で対応し、外来診療に代

替できる面がある。要介護度の軽度な高齢者

の増加は近年著しく 9）、平成 29 年度におけ

る居宅サービスの利用者数は介護保険施設入

所者数の約 3 倍であり 10）、今後も居宅サー

ビスの利用者数の増加が見込まれる。近年推

進されている地域包括ケアシステムは医療・

介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提

供される体制を目指すものである。特に医療

と介護については、これまで別々の制度であ

ったため、地域において医療と介護を一体と

した評価はごく限られている 11）。地域にお

ける医療と介護を推進するには、介護サービ

スの利用増による医療費適正化効果の検証な

ど医療および介護を同時に評価し、両者の連

携を正確に評価することが必要である。これ

までに、医療費および介護費用の高額な者の

療養の場が入院から施設へ移行している可能

性 11）や介護予防事業に参加可能な高齢者の

医療費および介護費用が減少する報告 12）が

あるが、高齢の外来患者数は入院患者数の

約 3.8 倍と多く 2）、入院外医療費および居宅

サービス費についての検討が必要と考えられ

る。また、在宅療養および介護施設へ入所す

る高齢者は女性が多く 13）、性差による検討

も必要である。これまでに、個人単位で連結

したデータを用いて入院外医療費と居宅サー

ビス費を同時に評価した研究は行われていな

い。そこで、一地域住民を対象にして居宅サ

ービス利用状況が入院外医療費減少に寄与す

るか検討する。

Ⅱ．研究方法
1．研究デザイン
横断研究

2．対象
本研究対象の福岡県筑前町は、人口約 3 万

人 14）、高齢化率約 28% の町 15）である。対象

者は平成 22 年 4 月 1 日時点で筑前町在住の

国民健康保険（以下、国保）あるいは後期高

齢者医療制度（以下、後期医療）に加入し

ている 65 歳以上の男女 7,329 人（女性 4,398
人、男性 2,931 人）である。本研究は、平成

22 年度から 27 年度までの対象者の国保及び

後期医療の診療報酬明細書（以下、医科レセ

プト）と介護保険の請求明細書（以下、介護

レセプト）を匿名化された上で個人単位に連

結したデータを筑前町から提供を受けて分析

した。また、該当期間に国保被保険者から後

期医療対象者となった者については筑前町の

側であらかじめ同一人であることを確認した

上で匿名化されたデータの提供を受けた。

3．分析項目
分析項目は、性、年代、居宅単位（居宅サ

ービスは、訪問系サービス、通所系サービス、

福祉用具貸与など、居宅において利用する介

護サービスの総称で、居宅単位はその介護保

険上の費用である。本研究ではすべての居宅

サービスの合算費用のデータである）、医科

入院外点数、要介護度である。居宅単位およ

び医科入院外点数は、それぞれ 1 人当たりの

1 年間の合計を用いた。介護保険は一単位 10
円（地域差指数 1）、医科の点数は 1 点 10 円

であり、本研究では、それぞれの単位および

点数を円に換算して居宅費用、入院外費用と

表記した。

4．分析方法
同一個人における居宅費用と医科入院外医
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療費（以下、入院外費用）の年間総計の 2 年間

の変化を分析した。分析は平成 22 年と 23 年、

同 23 年と 24 年、同 24 年と 25 年、同 25 年

と 26 年、同 26 年と 27 年度の連続する二年

度ごとに実施した。図 1 に示す通り、分析対

象は、対象者から分析を行う各年度の医療費

や介護費用に欠測値のある者、転居や死亡に

より国保被保険者あるいは後期医療対象者の

資格を喪失した者を除外した後、各二年度に

おいて居宅サービスおよび医科（入院外、入

院）の利用の有無が同じ者を抽出し、居宅サ

ービスを利用した者は居宅サービス利用群、

利用しなかった者は非利用群とした。二年度

の間に医科の受診がなかった者、介護保険施

設を利用した者、居宅サービスあるいは医科

の利用の有無が変化した者は除外した。要介

護認定を受けたが居宅サービスを利用してい

ない者は、居宅サービス非利用群とした。介

護サービス利用状況は性差がある 13）ことか

ら性別に分類した。

まず、性別、分析する各二年度、要介護度

別に居宅および入院外費用について平均値を

集計した。次に、個人ごとの居宅および入院

外費用の二年度の差を取り、平均値を集計

した。最後に、各年度の平均値の比較につ

いて対応のある t 検定を用いた。検定は有意

水準 5％、両側検定とした。分析は Windows 
Excel 2016 を使用して行った。

5．倫理的配慮
分析対象のデータは、調査対象である筑前

町においてハッシュ関数による匿名化を実施

しており、個人特定可能な情報を含まない形

で提供された。本研究は、帝京大学倫理委員

会の承認を受けた（帝倫 16-024-2 号）。

Ⅲ．研究結果
図 1 に、分析対象者の人数を示す。各二年

度とも調査対象者の約 53 ～ 56% が分析対象

であった。

1．女性の居宅および入院外費用
表 1 に女性の居宅サービス利用群および非

利用群の居宅および入院外費用の結果を示

す。居宅サービス利用群では、平成 26・27

年度以外、居宅費用は増加（P<0.001）した。

要介護度別では、要介護 1（P<0.001 あるい

は P<0.01）および要介護 2（P<0.001 あるい

は P<0.05）の居宅費用が増加した。入院外

費用で減少がみられたのは、平成 22・23 年

度（P<0.05）、要介護度別では平成 22・23 年

度の要支援 1 および要介護 1（P<0.05）、平

成 24・25 年度の要支援 1（P<0.05）であっ

た。居宅サービス非利用群の入院外費用では、

平成 24・25 年度から平成 26・27 年度は増加

（P<0.001 あるいは P<0.01）した。

2．男性の居宅および入院外費用の比較
表 2 に男性の居宅サービス利用群および非

利用群の居宅および入院外費用の結果を示

す。居宅サービス利用群の居宅費用は、平成

22・23 年度および平成 23・24 年度（P<0.001）、
平成 24・25 年度（P<0.01）、平成 26・27 年

度（P<0.05）は増加した。要介護度別では、

要介護 1（P<0.01 あるいは P<0.05）で増加

する年度がみられた。入院外費用では、平

成 23・24 年度に減少（P<0.05）がみられた。

居宅サービス非利用群の入院外費用では、平

成 24・25 年度から平成 26・27 年度は増加

（P<0.01 あるいは P<0.05）した。

Ⅳ．考察
全国および福岡県の 65 歳以上に多い入院

外の疾患は、高血圧、悪性新生物、筋骨格系

及び結合組織の疾患、呼吸器疾患など 1, 2）で

あり、筑前町は、高血圧、目の病気、糖尿病、

高脂血症、筋骨格の病気の順に多く 16）、大

きな乖離はないと推測した。1 人当たり医療

費は平成 27 年度の国保被保険者は全国平均

約 35 万円、福岡県約 37 万円 17）、平成 28 年

の後期医療被保険者はそれぞれ 93 万円、116
万円 18）であった。筑前町の平成 28 年度国保

被保険者は約 36 万円、後期医療被保険者は

約 122 万円 17）であり福岡県と同様の分布の

町と考えられる。

これまでに、介護レセプトおよび医科レセ

プトを個人ベースで連結し要介護度別の入院

外費用の経年変化を分析した報告は見当たら

ない。本研究は、二年度ごとと短期間ではあ
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るものの、二年度間で介護および医療サービ

スの利用状況が同じである個人における居宅

サービス利用者の入院外費用が減少したか検

討した。分析した各年度において、男女とも

居宅費用は増加し入院外費用はほぼ増加しな

かった。

1．男女の居宅費用
全国の居宅サービスの利用は、要介護 2 が

もっとも多く、要介護 1 および 3 は同程度、

要介護 4 および 5 では施設サービスの利用が

居宅サービスを上回る 9）。要介護認定を受け

た約 7 割が女性 9）であり、女性の要介護度

の軽度な者が居宅サービスを多く利用してい

ると考えられる。全国および福岡県の居宅サ

ービスの 1 人当たりの費用額は、平成 22 年

から 27 年度まで年々増加 10）していた。本研

究の結果では、男女とも居宅サービス利用者

は要介護度の軽度な者が多く、居宅費用は各

二年度の後年において増加、特に要介護 1 お

よび 2 の女性は増加が見られ、全国および福

岡県の推移と同様であると考えられる。

2．男女の居宅サービスの利用状況と入院外
費用

全国および福岡県の入院外費用 18）は、実

質の診療報酬マイナス改定 19）と言われた平

成 26 年度を含め、平成 22 から 27 年度は増

加していた。介護サービス利用のある高齢者

は、ない高齢者よりも調剤や入院外の医療費

が高い 8）とされる。本研究の居宅サービス

非利用群の入院外費用は、平成 24・25 年度

以降、26・27 年度までの各二年度間で増加

がみられ、また、居宅サービス利用群より少

なく、全国や先行研究と概ね同様であると考

えられる。一方、居宅サービス利用群の入院

外費用は男女とも一部の年度および要介護度

で減少がみられ、明らかな増加は見られなか

った。要介護 5では入院外費用が高かったが、

要介護度が重くなるに伴い入院外費用は必ず

しも高くなっていなかった。65 歳以上にお

ける疾患別の外来受療率 20）には性差があり、

入院外費用 21）は、男性は循環器疾患、腎泌

尿器疾患、悪性新生物、女性では循環器疾患、

筋骨格系及び結合組織の疾患などが多い。ま

た、要介護度の軽度な者でも、要介護認定に

係る疾患のみならず透析等の疾患により入院

外費用が高額になる場合が考えられる。いず

れにしても、二年度ごとに分析対象者を抽出

しており各二年度で分析対象者が異なった可

能性が高いが、異なる対象者においても居宅

サービス利用者の入院外費用の増加がみられ

なかったことは、居宅サービスの利用が入院

外費用の増加に対し抑制的である可能性が考

えられる。

本研究では居宅サービスの利用内容の情報

はないが、筑前町の通所系事業所は 12、訪

問系事業所は 322）あり、分析対象者が通所系

サービスを多く利用していた可能性はある。

通所系サービス等は看護師が体調確認や服薬

管理などについて地域で対応し外来診療に代

替できる面があり、もし、このような点で入

院外費用の増加に対し抑制的であったとする

と、居宅サービス利用群の入院外費用は減少

しないまでも居宅サービスの利用に意義があ

ったと考えられる。

本研究の限界を述べる。本研究は一自治体

の結果であり一般化は困難である。また、対

象者の疾患や治療および処方等の情報はなか

った。そのため、居宅利用により受診回数の

減少あるいは受診時に係る医療の変更等、入

院外費用が減少した要因は明らかにできな

い。居宅サービス利用群は要介護度の状態

区分 23）を参考に心身機能の推測が可能だが、

医療については推測する基準はなかった。こ

れは非利用群についても同様である。そのた

め両群に透析など疾患の治療内容によっては

高額な医療費を必要とする、あるいは医療費

の抑制ができない高齢者を含んだ可能性も考

えられる。最後に、居宅サービス利用が減少

した者は、家庭の事情や地域の資源を利用し

た可能性もある。本研究ではこれらの情報は

なく、十分な分析ではないことは否定できな

い。

Ⅴ．結語
居宅サービス利用者の入院外費用が減少す
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るか検討した。居宅サービス利用群の居宅費

用は男女とも増加し、入院外費用は一部の年

度で減少したが概ね横ばいであった。居宅サ

ービス非利用群の入院外費用は平成 24 年度

以降増加していた。
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Effect of using home care services on outpatient medical expenditure
－ Integrated analysis of National Health Insurance, Late-stage Elderly Health 

Insurance, and Long-Term Care Insurance －

Noriko HORI1），Shinichi TANIHARA1, 2）

1）Teikyo University Graduate School of Public Health
2）Department of Public Health, School of Medicine, Kurume University

Objectives: The aim of this study is to determine whether outpatient medical expenditure decreases with 
the use of home care services.
Methods: The participants were 7,329 individuals under the National Health Insurance （NHI） and Late-
stage Elderly Health Insurance （LEHI） residing in Chikuzen-town in Fukuoka prefecture. We analyzed 
health insurance claim data that were connected after coding NHI, LEHI, and Long-Term Care Insurance 
from April 2010 to March 2015. We divided the participants into two groups according to whether or 
not they had used home care services during two consecutive years and classified the use of degree of 
care required for each group. A t-test was performed to examine the total expenditure of home care and 
outpatient care every two years.
Results: The outpatient medical expenditure of the participants who used home care services did not 
decrease, while that of the group who did not use home care services increased.
Conclusion: These results indicate that the outpatient medical expenditure of the home care services 
group remained essentially unchanged.

Key words: Long-Term Care Claim, Health Insurance Claim, Home care service, 
                    Outpatient medical expenditure


